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１．はじめに 
2007 年，地理空間情報推進活用基本法が施行され，
多くの自治体において，GIS を利用した基盤地図情報
の整備が進められており，GIS を高度に利活用し，業
務の効率化や住民サービスの向上を図ることが求めら

れている．しかし，三重県や千葉県浦安市のように GIS
を積極的に利活用する自治体も存在するが，ほとんど

の自治体，特に小規模な自治体では，GIS による基盤
地図情報の整備が進まないのが現状である． 
そこで，本研究では比較的小規模な前原市を対象と

して，地方自治体の規模や実状に応じた GIS導入プロ
セスを検討する． 
２．地方自治体 GISの現状と課題 

 総務省のデータによると，地方自治体のGISの導入
状況は，個々の業務に特化したシステムである「個別

GIS」の導入に関しては都道府県ではほとんどの自治
体で，市町村では約60％の自治体が何らかの個別GIS
を整備している．一方で，データを一元的に整備する

全庁型，いわゆる「統合型GIS」の導入は都道府県で
は47団体中17団体（約36％），市町村では1827団体中
374団体（約20％）となっている．本来，基盤地図情報
を整備し，それを全庁内で共有することで様々な利便

性が生じる「統合型GIS」が理想であるが，なかなか
普及できない状況にある．これは地方自治体の限られ

た予算・人材の問題に起因すると考えられる．さらに

小規模な地方自治体においては，この問題がより深刻

であり，個々の業務に最適な全庁的なGISを導入する
ことは困難であるという現状にある． 
 ３．前原市へのGIS導入プロセスの検討 
 福岡県西部に位置する前原市は，面積約 104km²， 
人口 7万人の比較的小規模な自治体である．前原市に
おける GIS導入の前提条件として，(1) 予算不足，(2) 
GIS を扱いたいが GIS の知識がない，(3) 一部に個別
の GIS システムが導入されている，(4) 地図を使う業
務が多い，その他，約 5年間で整備を行う，1市 2町
の合併といった項目が挙げられた．そこで，(1) コス
トをかけないシステム，(2) 職員中心とした導入プロ
ジェクト，(3) 現存資産の活用，(4)地図を使用する業
務の整理を考慮した導入プロセスを検討する． 
(1) コストをかけないシステム 
システムのタイプはこれまでに前原市に導入されて

いる業務特化型と市販の汎用型の２つに大きく分けら

れる．汎用 GISは Table 1に示す通り地図データの入
力や加工，属性情報の管理，解析まで一通り行うこと

が可能である．多機能であり何でもできる半面，習得

が困難であり，業務特化型と比べて導入コストも大き

いなどのデメリットも存在する．しかしながら，中長

期的な視点から，これまでの外部委託による業務特化

型と比べ，汎用 GISでは職員自ら地図データの編集が
できるため更新コストを抑えられ，システムの柔軟性

や拡張性も優れているという利点があり将来的な市町

村合併を控える同市では，汎用 GISの導入が最適と考
える(Table 2)． 
(2)職員中心とした導入プロジェクト 
汎用GISによるシステム構築は市職員自ら構築する
ことが前提となるため，GIS に関するスキルが要求さ
れる．しかし，GISに関する知識はほとんどないため，
技術の習得・知識の向上を図る場が必要となる．その

ため，技術の習得およびデータ作成をできる場を市職

員に提供する． 
(3)現存資産の活用 
 前原市では税務課，建設課，下水道課などで固定資

産税システムや都市計画図作成システム，上水道台帳

システムなどの個別 GISが導入されており，地理空間
情報が既に電子化されている．そこで，新たにデータ

を作成するのではなく，これらの情報を変換する手法

を確立してデータを作成することとする．  

Table 1 Type of GIS infrastructure system. 

Table 2. Considering method for construction of GIS. 
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(4)地図を使用する業務の整理 
 前原市の地図を利用する業務は，ゼンリンなどの紙

の住宅地図を利用して地図の検索を行い，地図データ

を必要な形に整形し，印刷または文書にレイアウトす

ることが大半である．そこで，これらの作業を電子化

することでペーパーレス化を実行し日常業務の効率

化・コスト削減を図ることとした．またこの段階で，

GIS を導入したことによる市職員の業務状況変化の実
態を調査し，導入プロセスの検証を行うとともに，業

務の高度化・住民サービスの向上を目指す第２段階と

して，Web GISの導入を検討する．さらに将来的に，
日常業務で利用しているデータが災害などの緊急時に

も利用できるシステムへと展開する． 
４．GISによる前原市ベースマップの作成・配信 
前原市では ESRI ジャパン（株）の自治体支援プロ
グラムを利用して汎用GISであるArcGISを導入する．
また，庁内で GISプロジェクトチームを結成し積極的
に他先進自治体の取り組みを調査し，九州大学にて技

術講習を受け(Photo. 1)，職員自らデータ作成を行うこ
とで技術の習得，コスト削減を図る． 
システム構築の第 1段階として，これまで頻繁に利
用してきたゼンリン住宅地図に代わり，個別 GISで使
用されている既存のデータを利用した前原市のベース

マップを作成し，フリーで利用できる GISデータの閲
覧ソフト ArcReader により庁内に配信する (Fig. 
1 ,Photo. 2)．このベースマップには，一般的な行政界
や道路，町丁目界に加え地籍図や航空写真のデータが

含まれており，業務に応じて必要なレイヤを各自が追

加できるような汎用性を有している(Fig. 2)．また，職
員自ら Visual Basicを用いて汎用 GISのデフォルトの
状態から余分な機能を排除し，GIS を扱った経験がな
い職員にとっても使用しやすいものにして配信してい

る． 
５．GIS導入後の前原市職員への実態調査  
 前原市職員の日常業務における GISの利用状況，効
果を検証するために前原市役所の各課に対してヒアリ

ング及びアンケートを実施した． 
その結果，GIS を導入したことによりほとんどの課
において日常業務に改善が確認できたが，「職員の使用

頻度・意識の格差やデータ処理能力の遅さ」，「GIS デ
ータへの移行の手間」，「GISによる業務作業の未定着」
といった課題も明らかとなった．今後，第２段階に進

むうえでベースマップ閲覧ソフトの改善や職員への教

育システムの検討，さらにはこれまで不可能であった

業務の中で，GIS により実現可能な業務を抽出する必
要がある． 

 

６．おわりに 
比較的小規模な自治体である前原市において汎用

GISを用いた職員自らの GISの導入プロセスを検討し
た．検討したプロセスに基づき市職員により前原市ベ

ースマップおよびその簡易な閲覧ソフトを作成し，市

職員への配布を開始した．前原市職員に対して GIS導
入後の実態調査としてアンケートおよびヒアリングを

行った結果，日常業務にベースマップの利用が多く確

認できたが，第２段階に進む上での検討課題も明らか

となった． 
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Fig. 1 Image of Maebaru city GIS.

Fig. 2 Screen image of using base map of Maebaru city 
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